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令和３年度「会員組合サービス向上のためのニーズ調査」結果報告

（ ）

　会員組合の皆様には、本調査にご協力をいただきありがとうございました。本調査は、今般のコロナ禍�
により激変する経済情勢の中で会員組合の皆様がどのような課題に直面し、活動されているかについて把握
するため実施させていただいたものです。当会では、今回の調査結果を踏まえ、実施事業が会員組合の皆様
にとって実効あるものとなるよう、可能な取り組みを積極的に推進してまいる所存ですので、今後ともご支援
ご協力くださいますようよろしくお願いいたします。

◦調 査 期 間：令和３年12月８日～令和４年２月４日	 　　◦回答組合数：328組合
◦調 査 対 象：大阪府中小企業団体中央会会員　721組合	 　　◦回 収 率：45.5％

〈組合及び組合員の状況について〉

設問１．貴組合は、１年前と比較してどのような状況ですか。

１．組合員数について

3年度

２年度

増加

横ばい

減少

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

9％ 32％59％

10％ 32％58％

２．組合事業の利用・参加状況について

3年度

２年度

増加

横ばい

減少

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

6％

7％ 55％ 37％

32％62％

３．組合員の経営状況について

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

３年度

２年度

6％
全般的に好転

組合員でまちまち

全般的に悪化

3％

36％61％

65％ 29％
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設問３．�貴組合では、設問２の取り組みにより組合員企業の成長、発展に成果を上げていますか。

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

3年度

２年度

4％4％ 7％ 10％29％ 49％
十分に成果が上がっている

ある程度成果が上がっている

その他

組合員により成果がまちまち

成果が上がっていない

わからない

1％

4％4％ 7％ 11％30％ 48％

設問２．貴組合では、現在どのような役割を果たすことを主眼に置き、取り組みを進めておられますか。

0%
5%
10%
15%
20%
25%
30%
35%
40%
45%
50%

9％9％

48％48％

7％7％ 6％6％ 5％5％ 3％3％

11％11％

2％2％
10％10％

5％5％

49％49％

7％7％ 9％9％ 8％8％
2％2％

9％9％
4％4％ 7％7％

そ
の
他

ブ
ラ
ン
ド
構
築
・
ブ
ラ
ン
ド
力

の
向
上

仕
入
れ
や
宣
伝
等
の
共
同
事
業

事
業
承
継

親
睦
の
促
進

人
材
育
成

組
合
員
企
業
へ
の
経
営
支
援

特
定
の
経
済
事
業
の
推
進

情
報
提
供
や
交
流
の
促
進

２年度 ３年度

設問４．�現在、貴組合が実施されている事業を充実・強化していく上でどのような課題がありますか。（複数回答）

0%
5%
10%
15%
20%
25%
30%
35%
40%
45%

25％25％

45％45％

37％37％

28％28％
33％33％

15％15％
11％11％

6％6％ 8％8％7％7％

21％21％

40％40％
34％34％

23％23％
28％28％ 26％26％

14％14％
8％8％ 6％6％

2％2％

そ
の
他

Ｄ
Ｘ
・
脱
炭
素
化
へ
の

取
り
組
み
（
新
規
質
問
）

ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
へ
の

対
応
（
新
規
質
問
）

公
的
施
策
活
用
の

ノ
ウ
ハ
ウ
が
な
い

公
的
資
金
の
支
援
が
な
い

明
確
な
ビ
ジ
ョ
ン
、

事
業
計
画
が
な
い

事
業
の
有
利
性
の
低
下

組
合
員
へ
の
情
報
提
供

の
不
足

人
材
の
不
足

資
金
の
不
足

組
合
員
の
減
少

２年度 ３年度
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設問５．�貴組合では、組合員企業の成長・発展のため、今後、どのような事業に取り組んでいきたい
ですか。（複数回答）

0％ 5％ 10％ 15％ 20％ 25％ 30％ 35％ 40％ 45％

従業員の育成（教育研修）

人材確保

後継者（リーダー）の育成【事業承継対策】

新たな連携による事業の創造

IT活用

ホームページの構築・活用

市場（販路）開拓

技術・技能の継承【事業承継対策】

新たなノウハウ・技術の導入

新事業・新分野への進出

商品（サービス）開発

行政機関（資金面等）に関する情報提供

ブランド構築・ブランド力の向上

マーケティング力の強化

BCP（事業継続計画）策定

環境対策

展示会の開催・出展

その他

海外展開への支援

為替、市況（原油・原材料等）変動への対応

41％41％

37％37％

38％38％

37％37％

27％27％
32％32％

26％26％

22％22％

30％30％

22％22％

20％20％
24％24％

19％19％

16％16％
19％19％

16％16％
16％16％

13％13％
14％14％

20％20％

18％18％

12％12％

12％12％

12％12％
16％16％

11％11％
12％12％

9％9％
13％13％

8％8％
9％9％

4％4％

4％4％
3％3％

2％2％
1％1％

3％3％

23％23％

25％25％

30％30％

■ ３年度　　　■ ２年度
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設問６．�本会では、貴組合が抱える課題を踏まえ、組合事業の活性化に向けて必要と思われる取り組みについて、
各種支援事業を実施（予定を含む）しておりますが、下記に掲げる事業についてお尋ねします。

〈中央会事業への関心、要望等について〉

（１）「組合活性化事業」として関心があるもの、支援を希望するもの（複数回答）

0％
5％
10％
15％
20％
25％
30％
35％
40％
45％
50％
55％
60％

20％20％ 20％20％ 19％19％

58％58％

36％36％

19％19％

7％7％

19％19％
15％15％

48％48％

19％19％

37％37％

23％23％

10％10％

小
規
模
事
業
者
組
織
化
指
導

事
業
（
全
国
中
央
会

　補
助

事
業
）

中
小
企
業
組
合
等
課
題
対
応

支
援
事
業
（
全
国
中
央
会

補
助
事
業
）

専
門
家
派
遣
事
業
（
研
修

会
等
へ
の
講
師
派
遣
支
援
）

組
合
事
業
活
性
化
支
援

（
教
育
情
報
事
業
以
外
）

組
合
事
業
活
性
化
支
援

（
教
育
情
報
事
業
）

組
合
事
業
計
画
作
成
支
援

組
合
ビ
ジ
ョ
ン
策
定
支
援

２年度 ３年度

（２）「相談事業」として関心があるもの（複数回答）

0％
5％
10％
15％
20％
25％
30％
35％
40％
45％

29％29％

44％44％

21％21％ 19％19％
16％16％

34％34％

16％16％ 15％15％13％13％

29％29％

40％40％

13％13％ 14％14％

4％4％ 4％4％

30％30％

14％14％ 11％11％
16％16％

融
資
相
談

ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
、

Ｄ
Ｘ
・
脱
炭
素
化
等

の
各
種
経
営
相
談

（
新
規
質
問
）

労
務
相
談

会
計
、
税
務
相
談

法
律
相
談

事
業
承
継
相
談

定
款
変
更
等
相
談

決
算
関
係
書
類

作
成
相
談

登
記
事
項
関
係
相
談

組
合
運
営
相
談

２年度 ３年度

（３）「セミナー事業」として関心があるもの（複数回答）

0％
5％
10％
15％
20％
25％
30％
35％
40％ 40％40％

29％29％

21％21％ 19％19％

30％30％

20％20％

33％33％

24％24％

17％17％

28％28％
22％22％22％22％

労
務
管
理
セ
ミ
ナ
ー

人
材
力
強
化

セ
ミ
ナ
ー

法
律
セ
ミ
ナ
ー

事
業
承
継
セ
ミ
ナ
ー

経
済
セ
ミ
ナ
ー

組
合
の
運
営
管
理
等

講
習
会

２年度 ３年度
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（４）「調査、情報発信事業」として関心があるもの（複数回答）

0％
10％
20％
30％
40％
50％
60％
70％
80％

21％21％ 16％16％
10％10％

72％72％

30％30％
17％17％22％22％ 23％23％

16％16％

67％67％

24％24％
15％15％

Ｓ
Ｎ
Ｓ（Facebook

、

イ
ン
ス
タ
グ
ラ
ム
、Tw

itter

）

に
よ
る
情
報
発
信（
予
定
）

メ
ル
マ
ガ
に
よ
る
情
報
発
信

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
よ
る
情
報

発
信

機
関
誌（m

aido!

）の
発
行

景
況
及
び
労
働
事
情
実
態

調
査
の
実
施
と
結
果
発
信

国
等
の
補
助
金
、
融
資
な
ど

中
小
企
業
施
策
情
報
の
発
信

２年度 ３年度

（６）その他、本会で実施する事業のうち関心があるもの（複数回答）

0％
5％
10％
15％
20％
25％
30％
35％
40％
45％
50％
55％
60％
65％ 62％62％

36％36％

15％15％14％14％

43％43％

23％23％
14％14％

7％7％

も
の
づ
く
り
補
助
金
事
業

各
種
表
彰
事
業

駐
車
場
予
約

（
ａ
ｋ
ｉ
ｐ
ｐ
ａ
）事
業

（
予
定
）

建
議
・
陳
情

（
大
阪
大
会
、全
国
大
会
等
）

連
携
団
体

（
青
年
部
・
女
性
部
・
官
公
需

適
格
組
合
協
議
会
・
組
合
士

協
会
・
職
員
互
助
会
）

へ
の
支
援
事
業

２年度 ３年度

（５）「中央会共済事業」の中で関心があるもの（複数回答）

0％

5％

10％

15％

20％

25％

30％

21％21％
24％24％

21％21％ 19％19％

27％27％
23％23％

8％8％ 8％8％

17％17％
14％14％14％14％ 16％16％

18％18％ 18％18％ 17％17％

5％5％

中
小
企
業
倒
産
防
止

共
済
制
度

集
団
扱
い
自
動
車
保
険
制
度

小
規
模
企
業
共
済
制
度

退
職
金
共
済
制
度

（
特
退
共
・
中
退
共
）

損
害
賠
償
保
険
制
度

業
務
災
害
補
償
保
険
制
度

従
業
員
向
け
保
険
制
度

（
パ
ー
ト
ナ
ー
ズ
プ
ラ
ン
）

経
営
者
向
け
保
険
制
度

（
オ
ー
ナ
ー
ズ
プ
ラ
ン
）

２年度 ３年度
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設問８．�今般のコロナ禍による貴組合への影響を把握し、今後の支援活動の参考とさせていただくため、
お尋ねします。

〈新型コロナウイルスについて〉

（１）新型コロナウイルス感染拡大による貴組合事業活動への最近３ヶ月の影響について（単一回答）

0% 20% 40%% 60 80% 100%

3年度

２年度

6％

4％

50％ 9％
大いに影響が出ている

影響が出ている

その他

今後、影響が出る可能性がある

影響は出ていない

わからない

1％

3％

10％

4％

30％30％

39％39％ 44％

（２）新型コロナウイルス感染拡大により最も影響を受けた貴組合の事業活動について（複数回答可）

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%

30％30％

6％6％

72％72％

25％25％

50％50％

33％33％
26％26％

11％11％

41％41％

8％8％

76％76％

25％25％

58％58％

38％38％

7％7％ 11％11％

共
同
受
注
事
業
の
実
施

そ
の
他

共
同
購
買
事
業
の
実
施

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
の
開
催

展
示
会
、イ
ベ
ン
ト
等
の
開
催

研
修
会
、

セ
ミ
ナ
ー
等
の
開
催

委
員
会
・
支
部
会
等
の
開
催

総
会
・
理
事
会
等
の
開
催

２年度 ３年度

（３）アフターコロナに向けて、今後、貴組合で取り組みたいことについて（複数回答可）

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

組合員に対する情報発信力の強化
理事会等におけるWEBの活用

研修会、セミナー等におけるWEBの活用
組合員の補助金等申請サポート
組合員へのワクチン接種サポート

組合ビジョン・中期計画の（再）構築
組合員のBCP（感染症対策含む）作成支援

組合BCP（感染症対策含む）の作成
組合員のDX・脱炭素化への取り組み支援

組合員の事業転換（再構築）の推進
その他

55%55%

34%34%

33%33%

23%23%

12%12%

12%12%

9%9%

8%8%

7%7%

6%6%

5%5%
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設問９．�貴組合における2025年大阪・関西万博への具体的な取り組みについて把握し、今後の支援
活動の参考とさせていただくため、お尋ねします。

〈2025年大阪・関西万博について〉

（１）大阪パビリオンへの参加方法について（単一回答）

5％ 2％

86％

7％
中小企業展示コーナーへの出展

協賛金の提供

参加を考えていない

その他

（２）2025年大阪・関西万博全体への参加形態について（複数回答可）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他
催事参加
広報参加

テーマ事業協賛
営業参加
運営参加

パビリオン出展
会場建設費等への寄付

「TEAM EXPO 2025」プログラム参加
施設提供・貸与

未来社会ショーケース事業参加

53%53%

24%24%

20%20%

9%9%

5%5%

5%5%

4%4%

3%3%

2%2%

1%1%

0%0%

お問い合わせ先 大阪府中小企業団体中央会　総務部
TEL（06）6947－4370


